
市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [311,340円]
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定員管理の適正度
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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葛尾村
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
【財政力指数】
　財政力指数は、昨年度と同じく０．１４と類似団体平均を下回っている。本村は、産業基盤が脆弱であり、今後も状況の変化に期待できな
いことから、村税の収納率の向上をめざすなど自主財源の確保に努める。
【経常収支比率】
　経常収支比率は、類似団体平均を大きく上回り硬直化している。本村財政の経常一般財源のうち普通交付税は８０．７％と大きなウェイ
トを占めているが、交付額が年々減少してきたこと、合わせて経常収支比率に占める公債費が３６．０と高いことが大きな要因となってい
る。公債費の割合が高い要因として平成７年度から平成１３年度までの建設事業にかかる地方債の借入の償還時期を迎えたことがあげら
れる。平成15年度から地方債の借入限度額を設定し借入額を3分の1程度に抑制してきた。公債費のピークは平成１８年度で、特に平成２
１年度から急激に減少していくことから、将来的には改善の見込みである。今後は、「葛尾村集中改革プラン」に基づき、事務事業及び組
織機構等の見直しを含め、人件費、物件費、補助費等の更なる抑制に努める。
【実質公債費比率】
　実質公債費比率は、類似団体平均を上回っているが、平成１５年度から地方債発行限度を設定し借入額を3分の1程度に抑制してきたこ

とから、平成２２年度以降は低下するものと予想している。引き続き集中改革プランに基づき計画的な地方債の発行に努める。

【人口1人当り地方債現在高】
　人口１人当たり地方債現在高は、類似団体平均を若干下回る水準である。平成１５年度から地方債発行限度を設定し借入額を3分の１程
度に抑制してきたことから、平成２２年度以降は更に減少すると予想している。
【ラスパイレス指数】
　類似団体平均を２．３上回っているが、県内市町村平均では３．０下回っている。一部手当のカットを実施しており、今後も給与の適正化に
努める。
【人口1，000人当り職員数】
　平成１２年以降の組織機構の見直し及び退職者の不補充等により、現状では類似団体を下回っている。引き続き効率的な事務運営に努
め、より適切な定員管理に努める。
【人口1人当り人件費・物件費等決算額】
　　人件費及び物件費については、平成１４年度から財政健全化対策の一環として抑制に努めてきており、人件費については成果がみられ
ているが、物件費については、国土調査事業により類似団体平均を上回っていると思われる。国土調査事業は平成２１年度で完了する見込

みであり、平成２２年度以降は下がる見込みである。


